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地方公務員法第 58 条の 2及び大崎上島町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第 4条の規定に基づき、平成

30 年度における人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。 

 

                                       令和元年 8月 

大崎上島町長 高田 幸典 

 

 

 

大崎上島町人事行政の運営等の状況の公表 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用状況（平成 29年 4月 2日～平成 30年 4月 1日）      

（単位：人） 

職種 受験者数 採用者数 前年度採用者数 

一般事務 17 4 3 

 

（２）職員の退職等の状況（平成 29年 4月 1日～平成 30年 3月 31日） 

（単位：人） 

区  分 人  数 前年度人数 

定年退職 2 2 

早期退職 1 1 

普通退職 2 2 

分限免職   

懲戒免職   

失  職   

死亡退職   

計 5 5 

（注）１ 定 年 退 職：地方公務員法（以下「地公法」という。）第 28 条の 2 第 1 項の規定により離職すること。また、

地公法第 28条の 3第 1項の規定により勤務が延長され、その後離職する場合も含まれます。 

２ 奨励退職等：任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い、これに応じて退職すること。 

３ 普 通 退 職：自己都合により退職すること。 

４ 失 職：職員が法定の欠格条項（地公法第 16条各号（第 3号を除く）に該当する場合で行政処分によるこ

となく当然に離職するもの）に該当し離職すること。 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

（３）職員数の状況 

①部門別職員数の状況と主な増減理由                   （各年 4月 1日現在） 

     区 分 
 

部 門 

職  員  数 対 前 年 
増 減 数 

主 な 増 減 理 由            
平成29年 平成30年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議会 
総務 
税務 
農林水産 
商工 
土木 
民生 
衛生 

2 
28 
5 
7 
4 
8 
9 

 9 

2 
29 
5 
6 
4 
8 
8 

 9 

0 
 1 
 0 

△ 1 
 0 
0 

△ 1 
 0 

 
新規事業による業務増 
 
事業調整による職員減 
 
 
係の統合による職員減 
 

計 72 71 △ 1 
＜参考＞                 

人口 1万人当たりの職員数        91.95人  

(類似団体の人口 1万人当たりの職員数 107.04人 ) 

教育 12 13  1 相互派遣に伴う職員増 

小  計 84 84  0 
＜参考＞                 

人口 1万人当たりの職員数       107.49人  

(類似団体の人口 1万人当たりの職員数 129.23人 ) 

会
計
部
門 

 

公
営
企
業
等 

 

水道 
交通 
下水道 
その他 

4 
6 
3 
8 

4 
6 
3 
8 

 0 
0 
0 
0 

 
 
 
 

小  計 21 21 0  

合  計  105 
 [151] 

 105 
 [151] 

     0 
 [ 0] 

＜参考＞                 

人口 1万人当たりの職員数       134.68人  

 
（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（定員管理調査規定により、常勤の教育長は一般職に含む） 

        ２ [ ]内は、条例定数の合計である。 

 

②年齢別職員構成の状況（平成 30 年 4 月１日現在）         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

 
職員数 

人 
0 

人 
2 

人 
9 

人 
13 

人 
8 

人 
6 

人 
12 

人 
12 

人 
15 

人 
14 

人 
12 

人 
2 

人 
105 
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％ 構成比

5年前の構成比



3 

 

 

③職員数の推移 

                                                        （単位：人・％）  

年度 

部門別 
25 年 26年 27年 28年 29年 30年 

過去 5年間の 

増減数(率) 

一般行政 80 78 76 71 72 71 ▲ 9(▲11.3%) 

教育 16 14 13 13 12 13 ▲ 3(▲18.8%) 

普通会計計 96 92 89 84 84 84 ▲12(▲12.5%) 

公営企業等会計計 19 18 18 20 21 21  2(  10.5%) 

総合計 115 110 107 104 105 105 ▲10(▲8.7%) 

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

       

 

 

２ 職員の給与の状況 

（１） 総括 

①人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（平成 30年 1月 1日） 

歳出額 

A 

実質収支 

 

人件費 

B 

人件費率 

（B／A） 
（参考） 

28年度の人件費率 

㍻ 29 

年度 

 

 

7,722人 

千円 

8,075,972 

千円 

139,973 

千円 

808,298 

％ 

10.0 

    ％ 

11.1 

 

②職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
 

職員数  
A 

給     与     費 １人当たり 

給与費 

   （B／A） 

 

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  B 

㍻ 29

年度 
83 

千円 

287,165 

千円 

65,724 

千円 

123,666 

千円 

476,555 

千円 

5,742 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
       ２ 職員数は、平成 29年 4月 1日現在の人数である。 

 
 
 

（参考） 

類似団体平均 

一人当たり給与費 

平成 29年度 

(参考) 

一人当たり給与費 

平成 28年度 

     千円 
   5,539 円 

     千円 
   5,690 円 
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③ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。  
 
※ 平成 30年 4月 1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ 1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上 
昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 
            

 

 

 

  ④給与制度の総合的見直しの実施状況について  

   

ア 給料表の見直し 

   ［ 実施   未実施 ]  

     実施内容（平均引き下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未 

   実施の場合には、その理由））  

   

 

 

   

 

 

    

   イ 地域手当の見直し  

    実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）  

 

 

 

H27.4

93.5

H27.4

95.8H27.4

95.5

H28.4

94.0

H28.4

95.9

H28.4

96.3

H29.4

93.7

H29.4

96.1

H29.4

96.4

H30.4

94.7

H30.4

96.3

H30.4

96.4

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

大崎上島町 類似団体平均 全国町村平均

該当なし 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均 2％の引下げ及び地域手当の支

給割合の見直し等に取り組むとされている。 

（給料表の改定実施時期） 平成 27年 4月 1日  

（内容） 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均 2％引下げ。50歳代後半層 

    の職員が多く存在する高位号給については、最大 4％引下げ。1 級及び 2 級 1 号給から 12

号給は改定無し。激変緩和のため、経過措置（現給保障）を実施。 

 

該当なし 



5 

 

  

 ウ その他の見直し内容  

 

 

   

 

⑤特記事項 

   なし 

 

（２）一般行政職給料表の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

                              （単位：円） 

 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級  

1 号給の 

給料月額 
144,100 194,000 230,000 263,000 288,900 319,200 

最高号給の 

給料月額 
247,600 304,200 350,000 381,000 393,000 410,200 

 

（３）職員の平均給与月額、初任給等の状況 

①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

ア 一般行政職 

区 分 平均年齢      平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額  

（国ベース） 

大崎上島町 42.9  歳 307,005 円 367,186 円 325,876 円 

広 島 県 43.7  歳 339,834 円 420,768 円 382,615 円 

国 43.5 歳  329,845 円 －  410,940 円 

類似団体 41.5 歳 304,556 円  350,996 円  329,554 円 
（注）１ 「平均給料月額」とは、職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額に毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手 
 当の額を合計したものである。 
３ 「平均給与月額(国ベース)」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当等の手当が含まれていない 
 ことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

 

 
②職員の初任給の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）                                        

区   分 大崎上島町 広島県 国 

一般行政職 
大 学 卒 168,600 円 185,800 円 179,200 円 

高 校 卒 147,100 円   151,500 円 147,100 円 

技能労務職 
高 校 卒 147,100 円 － － 

中 学 卒 142,600 円 － － 

 

 

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

区   分 経験年数 10～14年 経験年数 15～19年 経験年数 20～24 年 

一般行政職 
大 学 卒 254,800 円      305,000 円     355,700 円 

高 校 卒  －   290,100 円     321,900 円 

技能労務職 高 校 卒 － － － 

（注） 技能労務職欄については、階層の職員数が少数であるため掲載していない。 

 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成 27 年 4 月 1 日

実施） 
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（４）一般行政職の級別職員数等の状況 

①一般行政職の級別職員数の状況（平成 30年 4月 1 日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 主事 11人 14.1％ 

２ 級 主事 6人 7.7％ 

３ 級 主任・主任主事 21人 26.9％ 

４ 級 係長・主査 31人 39.7％ 

５ 級 課長補佐・主幹・課長 2人 2.6％ 

６ 級 主幹・課長 7人 9.0％ 

（注）１ 大崎上島町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

②昇給への人事評価の活用状況（大崎上島町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年 4 月 2 日から平成 31年 4月 1

日までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している   

 
活用している昇給区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分     

上位、標準の区分     

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）     

ロ．人事評価を活用していない ○ ○ 

 活用予定時期 令和 3年度 

1級. 14.1% 1級. 12.8%

3級. 26.9% 3級. 25.6%
3級. 29.5%

4級. 39.7% 4級. 41.0%
4級. 37.5%

5級. 2.6% 5級. 3.8%
5級. 8.0%

6級. 9.0% 6級. 7.7% 6級. 9.1%

2級. 9.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成30年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

2級．　7.7%

2級．8.0%

1級．8.0%

 11 級 
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（５）職員の手当の状況 

①期末手当・勤勉手当 

大崎上島町 広 島 県 国 

１人当たり平均支給額（29年度） 

          1,495 千円 

１人当たり平均支給額（29年度） 

          1,871 千円 
－ 

（29年度支給割合） 
期末手当      勤勉手当  
2.60月分      1.80月分 

（29年度支給割合） 
期末手当      勤勉手当  
2.60月分      1.80月分 

（29年度支給割合） 
期末手当      勤勉手当  
2.60月分      1.80月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 

・管理職加算  5～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

 

○勤勉手当への人事評価の活用状況（大崎上島町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②退職手当（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

大崎上島町 国 

（支給率）      自己都合  応募認定退職・定年 

勤 続 2 0年           19.6695月分 24.586875月分 
勤 続 2 5年           28.0395月分 33.27075月分 
勤 続 3 5年           39.7575月分  47.709月分 
最高限度額     47.709月分   47.709月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 2％～45％加算 

          
1人当たり平均支給額  －千円  16,566千円 

（支給率）      自己都合  応募認定退職・定年 

勤続 2 0年           19.6695月分 24.586875月分 
勤続 2 5年           28.0395月分 33.27075月分 
勤続 3 5年           39.7575月分  47.709月分 
最高限度額     47.709月分   47.709月分 
その他の加算措置  
定年前早期退職特例措置 2％～45％加算   
                                    
 

（注）退職手当の 1人当たり平均支給額は、平成 27年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

③地域手当（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 29 年度決算） 611 千円 

支給対象地域 支給率  支給対象職員数  国の制度 (支給率 ) 

広島県広島市 10 ％ 2 人 10 ％ 

 

④特殊勤務手当（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

    支給なし 

平成 30年度中のおける運用 管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している   

 
活用している成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率     

上位、標準の成績率     

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ．人事評価を活用していない ○ ○ 

 活用予定時期 令和 2年度 
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⑤時間外勤務手当 

支給実績（平成29年度決算）      20,659千円 

職員１人当たり平均支給年額（㍻29年度決算）               249千円 

支給実績（平成28年度決算）      24,433千円 

職員１人当たり平均支給年額（㍻28年度決算）               294千円 

（注）職員 1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績○年度決算」と同じ年度の 4月 1日現在の総職員数 
  （管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。 

 

⑥その他の手当（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

  

手 当 名 

 

内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（㍻29年度決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額          

（平成29年度決算） 

 扶 養 手 当      
・配偶者        6,500円 

・子         10,000円 

・その他       6,500円 

特定期間の加算       5,000円 

同 － 

千円 

 

11,469 

千円 

 

255 

 住 居 手 当      ＜借家・借間＞ 

家賃23,000円以下の場合 

家賃額-12,000円 

家賃23,000円を超え55,000円未満の

場合 

（家賃額-23,000）×1/2+11,000円 

家賃55,000円以上の場合 

27,000円 

同 － 

千円 
 

 

2,772 

千円 
 

 

213 

 通 勤 手 当      ＜交通機関等利用者＞ 

運賃相当額（55,000円以下） 

＜交通用具利用者＞ 

通勤距離に応じて 

2,000円～24,500円 

同 － 

千円 
 

5,833 

千円 
 

86 

 管理職手当 管理職員に支給 

 主幹  給料月額の6% 

 課長等 給料月額の10% 
異 

対象・ 

支給率 

千円 

4,914 

千円 

410 

宿日直手当 宿日直勤務をした職員に支給 

勤務1回につき4,200円 

5時間未満勤務1回につき2,100円 
異 

勤務1回につ

き4,200円 

特殊業務5,10

0～7,200円 

恒常的宿日直

月額21,000円 

千円 
  

 － 

千円 
 

－ 

 管理職員特

別勤務手当 

管理職手当支給対象職員が休日等に

臨時又は、緊急等の必要によりやむ

を得ず勤務したときに支給 

勤務時間に応じて 

4,000円～6,000円／回 

異 

職員区分、

勤務時間に

応じ 

3,000円～ 

18,000円 

千円 
  

362 

 

千円 
 

28 
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（６）特別職の報酬等の状況 

（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

区     分 給 料 月 額 等                     

給 

料 

 

町   長 

 

702,000円 

(参考)類似団体における最高／最低額 

870,000円/345,000円 

副 町 長 603,000円 653,000円/360,000円 

教 育 長 566,000円 － 

報 

酬 

議   長 289,000円 365,000円/200,000円 

副 議 長 235,000円 316,000円/168,000円 

議   員 210,000円 301,000円/143,000円 

期 

末 

手 

当 

町   長 

副 町 長 

教 育 長 

（平成29年度支給割合） 

                      2.60月分 

議   長 

副 議 長 

議   員 

（平成29年度支給割合） 

                      2.60月分 

         

退
職
手
当 

 

町   長 

副 町 長 

教 育 長 

（算定方式）              （1期の手当額）   （支給時期） 

702,000円×5.0×在職年数   14,040,000円    任期毎 

603,000円×3.0×在職年数    7,236,000円       任期毎 

556,000円×2.5×在職年数    5,660,000円       任期毎 
（注）１ 給料の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 
   ２ 退職手当の「1期の手当額」は、4月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期(4年＝48月)勤めた場合に 

おける退職手当の見込額である。 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）           （平成 30年 4月 1日現在） 

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38時間 45分 8：30 17：15 12：00～13：00 

 

 

（２）時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成 29年度） 

職員一人当たりの 

時間外・休日勤務月平均時間数  

16.0時間 

  
 

（３）年次有給休暇の取得状況（平成 29年） 

職員 1人当たりの

平均取得日数 
取得率 

13.4 35.8％ 
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（４）特別休暇等の状況（平成 30年 4月 1日現在）  

休暇の種類 
付与日数 

・期間等 

有給・無給 

の   別 

国の制度と

の  異 同 

国の制度と異なる

内           容 

骨髄提供のための

休暇 
必要期間 有 同  

ボランティア休暇 5日／年 有 同  

結婚休暇 9日間 有 異 5日間 

育児時間 1日 2回各 30分 有 同  

産前休暇 産前 8週間以内 有 異 産前 6週間以内 

産後休暇 産後 8週間まで 有 同  

妻の出産 2日 有 同  

子の看護のための

休暇(中学校就学前) 

5日／年 

子が 2人以上の場合は 10日 
有 異 小学校就学前の子 

短期の介護をする

場合 

5 日／年要介護者が

2人以上の場合は 10日 
有 同  

親族が死亡した場

合の休暇 

配偶者 10日、父母 7日、

子 5日、祖父母 3日等 
有 異 配偶者 7日 

父母の祭日 1日 有 同  

夏季休暇 3日 有 同  

（注） 「特別休暇等」とは，特別休暇及び職務専念義務免除で制度化されているもの。 

 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数（平成 29年度）                        （単位：人） 

区    分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 
地公法第 28 条

第 1項第 1号 
     

心身の故障の場合 

地公法第 28 条 

第 1項第 2号 

第 2項第 1号 

  6  6 

職に必要な適格性を欠く場合 
地公法第 28 条 

第 1項第 3号 
     

職制，定数の改廃，予算の減少

により廃職，過員を生じた場合 

地公法第 28 条 

第 1項第 4号 
     

刑事事件に関し起訴された場

合 

地公法第 28 条 

第 2項第 2号 
     

条例で定めた事由による場合 
地公法第 27 条 

第 2項 
     

計 0 0 6 0 6 
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（２）懲戒処分者数（平成 29年度）                        （単位：人） 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合 
地公法第 29 条

第１項第１号 
0 0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し又は

職務を怠った場合 

地公法第 29 条

第１項第 2号 
0 0 0 0 0   0 

全体の奉仕者たるにふさわ

しくない非行のあった場合 

地公法第 29 条

第１項第 3号 
0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 

（注）「訓告等」とは，事件当事者又は監督者に対して訓告，厳重注意などの実質的な制裁を伴わない矯正措置をいいま
す。 

 

 

 

５ 職員の服務の状況 

営利企業等の従事許可の状況（地方公務員法第３８条関係）     

（平成 29年度） 

区 分 人（件） 備 考 

許可人数 

（許可件数） 

0 

（0） 

 

（注）営利企業等の従事許可の状況とは、営利企業及びその他の団体の役員等への就任・従事すること、自ら営利を目的
とする企業を営むこと等をいいます。 

 

 

 

 

６ 職員の研修の状況 

研修の実施状況（平成 29年度） 

機関別研修 
本年度参

加者数 

前年度参

加者数 
備 考 

ひろしま自治人材開発機構 49 41  

市町村アカデミー 2 0  

市町村国際文化研修所 2 1  

広島県市町村振興協会 1 0  

     計 54 42  
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）安全衛生管理体制（平成 29年度） 

大崎上島町労働安全推進委員会を設置し、委員会において職場の安全衛生について協議を行っている。 

 

 

 

（２）職員親睦会、職員共済組合及び互助会事業 

①大崎上島町職員親睦会 

ア 福利厚生規程による慶弔等の相互扶助事業 

イ 職員の元気回復その他の厚生事業 

 

②広島県市町村職員共済組合及び互助会 

ア 病気やけがなどに対する医療費の給付事業 

イ 傷病等により勤務できないときの休業給付事業 

ウ 罹災に対する災害給付事業 

エ 退職等に対する年金の給付事業 

オ 職員等の健康保持・増進を図る保健事業 

カ 貯金、資金貸付事業 

 

 

 

 

（３）公務災害の認定状況 

 平成 29年度 平成 28年度 

公務災害 2件 1件 

通勤災害 0件 0件 

 

（４）勤務条件に関する措置の要求の状況 

① 公平委員会の事務の委託（平成29年度） 

 地方自治法第７条第４項の規定により広島県人事委員会に公平委員会の事務を委託している。 

 

② 広島県人事委員会より報告をうけた公平委員会の業務の状況（平成29年度） 

ア 勤務条件に関する措置の要求の状況 

  事案なし 

イ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

  事案なし 

  


